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論文
出生力転換過程
マイクロシミュレーションによる分析
大 谷
? ?
1 人口転換過程
18世紀後半からのヨーロッパにおける急速な人口増加現象は，言うまでもな
く，それまで相対的に安定していた出生率と死亡率のバランスが崩れたことに
よってもたらされた。多くのヨーロッパ諸国において，まず死亡率の低下が先
行したのに対して，出生率の低下はそれよりも遅れたためにその差（出生率一
死亡率）の自然増加率が高騰したのであった。高死亡・高出生状態から低死亡・
低出生状態へのこのような移行過程がいわゆる人口転換過程 (demographic
transition)である。
20世紀後半以降における開発途上国での人口爆発とも称される劇的な人口増
加も，その原因は死亡率と出生率のそれぞれの低下タイミングの差に起因する
ことから，人口転換過程の発生メカニズムに対しては，極めて深い関心が寄せ
られている。人口転換過程についての理論的な説明として「人口転換理論」と
いわれるものがある。これは， Notestein (1945)あるいはDavis(1945)にお
いて展開された仮説である匁この「人口転換理論」は近代化仮説である。近代
化過程においては産業革命を通じた技術革新によってもたらされる栄養の向
上，医療の進歩，所得上昇に伴う生活環境の改善などによってまず死亡率が低
下を始めるが，出生率はコントロールされることなく高い水準に維持された状
態がしばらく続くという。すなわち，出生過程は近代化に対して死亡過程より
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も反応が鈍いと考えるのである。
なぜ，出生過程の反応が遅れるのかといえば次のようなことが挙げられる。
近代化以前においては高死亡率に対処するために高出生率が至上命題であっ
た。そのために近代化以前においては宗教的教義，道徳律，法，教育，慣習な
どが高い出生率を維持するように働いていたのである。広範囲にわたる産業化
と近代化の結果として，消費社会の確立，生産過程の複雑化による教育効果の
重視，子どもの生産財から消費財への価値の変化，個人主義の確立，人口流動
性の増大，といった事象が生じてはじめてこれらの高出生支持要因はその基盤
を失い，その結果として出生率の低下が生じるものであると考えている。そし
て，「人口転換理論」はこのような近代化仮説であるがゆえに，世界のどこでも
その近代化過程において同じような人口転換が生ずるであろうことを予想する
のである。
また，明らかにこの考えは，近代化がかなり進行しないと死亡率低下，すな
わち死亡力転換 (mortalitytransition)は生起することなく，ましてや出生率
低下，すなわち出生力転換 (fertilitytransition)はなおさら生じないことを示
唆している。人口転換過程のメカニズムにおいて，その死亡力転換の発生過程
についてはこの「人口転換理論」の考えに対してあまり異論は提議されていな
ぃ。しかし，その出生力転換の発生機序には対立する考えが提起されている。
2 出生力転換過程に関する適応説と技術革新・普及説
概要
「人口転換理論」は，出生力転換の生起にとって社会経済的な近代化が不可
欠であるという考えを示しており，出生力転換が近代化，産業化に適応して発
生するという説，すなわち出生力転換に関する適応説 (adjustmenttheory)で
あると称されている。これに対して，ある人口集団における出生力転換の生起，
すなわち，出生抑制手段の採用は，その集団における新たな行動パターンの出
現であり，それは出生抑制を可能にするような技術的変化あるいは道徳規範ま
28 
出生力転換過程ー マイクロシミュレー ションによる分析ー （大谷） 211 
たは文化的条件の変化に起因すると考えるのが技術革新説 (innovation the-
ory)あるいは普及説 (diffusiontheory) と称されるものである（以下では技
術革新・普及説と呼ぶ） 2)0 
技術革新・普及説においては，出生力転換の生起にとって近代化が必ずしも
必要条件であるとはなされていない。言語，文化，宗教など普段の行動を規制
する要件に変化が生じ，それが出生抑制手段の導入を促進するものであるなら
ば，それによって出生力転換の引き金が引かれうるとするのである。この主張
は，プリンストン大学人口研究所のEuropeanFertility Projectの結果によっ
てその信憑性がかなり増大したと考えられている。たとえば， Knodeland van 
de Walle (1986)は，次のような事実を指摘している。 (1)イングランドにおけ
る出生力転換は1890年ごろ都市化工業化が相当程度進んでから生起したが，同
時期に近代化の遅れていたハンガリーにおいても出生力転換が生じていた。 (2)
フランスは世界でもっとも早く出生力転換がフランス革命の時期に始まってい
たが，その当時のフランスは近代化においてかなり進んでいたとは言い難い。
(3)その他，フランス以外でも社会経済的近代化以前に出生力転換を示した地域
がいくつか発見された。
適応説において近代化あるいは社会経済的な進歩が出生力転換の必要条件と
されているのは，出生抑制の動機づけを社会経済的な枠組みにおいて理解して
いるからに他ならない。適応説では出生抑制の技術の普及は単なる出生抑制手
段の獲得可能性増大に他ならず，出生抑制の動機が欠如している限り，出生力
転換は生じ得ないと考えられる。また，適応説において重要なことは，上記の
ように，出生抑制の動機づけが近代化過程における社会経済的な発展を前提と
して生ずると考えられることに加えて，その出生抑制動機づけの発生が個々人
の合理的な判断に基づくと想定していることである。
先に少し触れたように，近代化，工業化の進展とともに労働力の質を向上さ
せるための教育の価値が増大する。したがって，子どもの教育が親にとって望
ましい価値を持つことになる。その結果，農業社会におけるような子どもの生
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産財としての価値が低下し，近代化とともに子育て費用が増加する。また，す
でに指摘したように，人口転換過程の初期にすでに死亡力転換，すなわち，死
亡率の低下が生じているので，子どもの生き残る確率も上昇している。このた
め，子どもの数に対する個々の夫婦の需要は合理的な選択行動の結果として低
下することになる。このように，適応説は，ミクロ経済学の消費者行動理論を
出生行動に応用する新家政学派の考えと一致している。
Easterlin-Crimminsの枠組み
もちろん，子どもに対する需要が減少したからといって直ちに出生抑制の動
機づけが生ずるわけではない。この点を明確にしたのが， Easterlinand Crim-
mins (1985) 3>である。たとえば， Easterlinらは，出生力転換の基本的な決定要
因であるところの近代化と出生力の近接決定要因 (proximatedeterminants) 
の間に「子どもに対する需要 (Fw)4'」,「子どもの供給 (Fn)」，そして「出生抑
制費用」の 3個の要因を想定した。「子どもに対する需要」とは予定子ども数の
ことであり，「子どもの供給」とは自然出生力5)と子どもの生残率から決定され
る量である。また，「出生抑制費用」には出生抑制手段を手に入れるための経済
的費用と心理的費用の両者が含まれるとされる。
このモデルでは，出生抑制の動機づけは， Fn-Fw>0である場合に初めて生
ずると考えられる。 Fwの大きさは，所得水準と子育て費用ならびにその他の財
の価格によって純粋に親の消費選択の結果として決定される。ただし，出生抑
制の動機づけが生じたからといってただちに出生抑制が行われるわけではな
い。「出生抑制費用」がある程度低くなってはじめて出生抑制は実行に移される
のである。図 1に示されるように，近代化とともに Fwは減少をはじめるが，栄
養状態の改善による自然出生力の増大と公衆衛生・医療の発達に伴う生残率上
昇によって凡はむしろ上昇する。したがって，時点Pにおいて出生抑制の動機
が発生するものの，まだ「出生抑制費用」が大きいために出生抑制は実施され
ない。よって，現実の出生力低下はまだ起こらない。近代化がさらに進行して
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図1 Easterlin-Crimminsの枠組み
「出生抑制費用」がある程度低下すると，時点 qから出生抑制の実行が始まり
現実の出生力も低下を開始するのである。
すなわち，死亡力転換に比して出生力転換が時間的に遅れて生起するひとつ
の理由として「出生抑制費用」の大きさが重要であることがわかる。なお，こ
のモデルは，出生抑制手段が何らかの理由によって普及した場合，すなわち，
経済的にも心理的にも出生抑制手段の利用可能性が増大した場合に，それが逆
に「子どもに対する需要」に影響する可能性については明示的に包含してはい
ない。
Coale (1973)は，出生力転換が生ずるための 3個の必要条件を提示した。そ
れは， (1)出生に関する意思決定を当事者である夫婦が行いうるという意識が夫
婦にあること， (2)出生力の抑制が経済的に利得のあるものであること， (3)出生
抑制の効果のある手段が獲得可能であること，である。 Easterlin-Crimminsの
出生力転換に関する枠組みは，条件(1)について明示的に述べていないが，それ
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は言うまでもなく前提となっているのである。条件(1)の未成立について，vande 
Walle (1992)は，「numeracyabout childrenの欠如」という表現を用いてい
る。それは，具体的には，そもそも予定子ども数という概念がないということ
を意味している。 vande Walleは，子どもの数は神のみが知るというような考
えが今でも出生力転換の生じていないアフリカの一部の地域で見られること，
また，西ヨーロッパにおいても予定子ども数についての概念が希薄であったこ
とを示す文書などを証拠として，予定子ども数という概念が発生したのは出生
力転換の生起するそれほど前ではなかったのではないかと主張している。予定
子ども数が概念として存在しないということは，「子どもに対する需要」という
概念が存在しないということであるから， Fn-Fw>0ということもありえず出
生抑制の動機づけもありえないということになる6)。
近代化に対する適応説である「人口転換理論」では，ョーロッパにおいて19
世紀後半を中心として生じた出生力転換は，社会経済の近代化によって「子ど
もに対する需要」が減少し， Fn-Fw>0という状況が広範に生じたことが第1
の原因であると考えている。すなわち，当時の出生抑制の主たる手段である
coitus interruptusについては，出生抑制のコストは小さく多くの人にとって利
用可能であったと仮定することによって，「出生抑制費用」による出生力低下に
対する制約はあまりなかったと考えているのである”。
一方，プリンストン大学人口研究所における EurpeanFertility Projectの研
究結果では，出生力転換以前のヨーロッバではstoppingのための意識的な出生
抑制（以下， stopping出生抑制と称する）は言うまでもなく， spacingのための
意識的な出生抑制もほとんど存在しなかったと考えられている 8)。したがって，
出生力転換以前に存在した地域的な出生力水準の違いは主としてspacing効果
を意識しない母乳哺育の普及程度に依存していたとされる9)。そして，母乳哺育
の利用程度は個々人の判断に基づくというよりは，個人の属する共同体の影響
力が大きかったために，ヨーロッパのそれぞれの国では， 1960年代よりも出生
力転換が生じ始める1870年代の方が，国内の地方間において結婚出生力の分散
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が大きかった(Watkins(1991))。これは，出生力転換以前においては同じ国内
においても各地方における共同体の慣習，文化などに多様性があったが， 1960
年代にはそのような国内の地方別の多様性がかなり失われ，結婚出生力水準に
あまり差がなくなったためであるとされる。
すなわち，技術革新・普及説は，ョーロッパにおける出生力転換がstopping
出生抑制の普及によって引き起こされたと考えている。とはいえ， Fn-Fw>0 
の条件が存在しなくても出生力転換が起こったというわけではない。技術革
新・普及説は，ョーロッパにおける出生力転換では出生力転換以前にすでに
Fnー 凡>Oの条件は満たされていたとする。この条件は満たされていたが，上
記のように出生抑制の方法が普及していなかったというのである。ただし，
Fnー 凡>Oの条件が成立するにあたり，すなわち，予定子ども数が減少するに
あたり，社会経済の近代化が必要条件であるとは考えない。では何が「子ども
に対する需要」の減少を生じさせていたのかについては，必ずしも技術革新・
普及説は明確ではない。 stopping出生抑制の普及が逆に「子どもに対する需要」
を減少させるという可能性もあるのではないかと思われるが，技術革新・普及
説はその点に関しても必ずしも明言していない。
以上要するに，適応説（「人口転換理論」）と技術革新・普及説は， 19世紀後
適応説 技術革新・普及説
出生力転換前
子どもに対する需要大 子どもに対する需要小
出生抑制利用可能性大 出生抑制利用可能性小
↓ ↓ 
出生力転換過程 I子どもに対する需要の減少 11 出生抑制利用可能性の増大
↓ ↓ 
出生力転換後
子どもに対する需要小 子どもに対する需要小
出生抑制利用可能性大 出生抑制利用可能性大
図2 適応説と技術革新・普及説の比較
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半のヨーロッパにおける出生力転換において図2に示されるようなメカニズム
がそれぞれ働いていたと想定するのである。しかし，この出生力転換過程を実
際に経験した人々の予定子ども数に関するデータがなければ当時の「子どもに
対する需要」の大きさを把握することは困難であるし，また，当時の人々の出
生抑制の利用状況に関するデータがなければその普及の程度を推し量ることも
難しい。したがって，どちらの説がより妥当であるかを今の時点から判断する
のは容易ではない。
BongaartsのIp
実際の出生力転換過程においては「子どもに対する需要」の減少と stopping
出生抑制の普及が同時に進行したことも十分考えられる。したがって，適応説，
技術革新・普及説の二者択ーではなく，出生力転換に対して「子どもに対する
需要」の減少と stopping出生抑制の普及の両者がそれぞれどの程度貢献してい
るのかを問題にすることも重要であろう。この点を扱ったのが， Bongaarts
(1993)の論文である。
この論文は，期間出生力の時系列的変動を，予定子供数の変化，自然出生力
の変化，そして，「選好実現指標」 (degreeof preference implementation) と
命名された要素の変化に要因分解する方法を提案している。この最後の指標が，
出生抑制の実績の程度を反映している。死亡の影響を考慮した自然出生力を
Fnlo), 予定子ども数を Fひ，死亡の影響を考慮した実際の出生力（すなわち，生
Fn-F 存子ども数）を F,選好実現指標を lpとすると， lp= と表すことができ凡ーFw
る。この式から明らかなように，lpは望まれない出生のうち回避されたものの割
合を示している。 Fn,Fw, Fなどの指標はすべて集団あたりのマクロデータと
して扱われているのでlpも集団についての aggregateな指標である。また，前
記のように， BongaartsはFを期間出生力指標として定義しているので， Fn,
凡， Iふ期間指標として定義されている。もちろん，これらの指標をコウホー
ト出生力指標として定義することもできるのであり，むしろコウホート出生力
34 
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指標として定義した方がわかりやすい。その場合，コウホート出生力のコウホ
ートごとの変動を要因分解することになる11)。ただし， Bongaarts自身は，ヨー
ロッパにおける出生力転換を対象とした要因分解による実証は行なっていな
し112)
゜
Lee, Galloway, and Hammel (1994)は， Bongaartsのlpと全く同じ指標を
提案している13)。この論文は， 1875年から1910年までのプロシアの407地区にお
ける 5年おきのデータを用いている。それによれば，一般結婚出生率 (15歳か
ら49歳の有配偶女性人口で嫡出出生数を割った値），宗教（地区単位別カトリッ
ク割合），言語（地区単位別スラブ語使用者割合），教会（地区単位別20歳以上
人口中聖職者割合），教育（地区単位別6-13歳人口に対する教師割合）に加え
て，公衆衛生，女性就業率，収入，などのマクロデータが得られる 14)。ここでも
やはり， Fn,Fw, F, lpなどの指標は期間指標として取り扱われている。 Fn,
凡， lpを上記の独立変数の関数として推測し，一般結婚出生率を変換すること
によって求めた Fに対して，それらの推測値を非線型回帰することによって
Fの変動に対する各独立変数の寄与を求めている。すなわち， Fn,Fw, F, lp 
の中で，彼らの研究がまがりなりにも実際のデータとして測定しているのは F
だけである。
一方， Rosero-Bixbyand Casterline (1993)は，次のようなシステムダイナ
ミックモデルを想定した。すなわち， N友 t期におけるいまだ出生抑制の動機
もなくまたもちろん抑制したことの無い人々の数とし， L1をt期における出生
抑制の動機はあるが抑制したことの無い人々の数， Gをt期における少なくと
もこれまでに抑制したことのある人々の数とする。 T=N.げ L1+C1-C一定と考
える。 m をTから離脱する確率（つまり，不可逆的な不妊になる確率），また，
同じく外部から新たなメンバーが Tに加わる確率とし，一定であると仮定す
C る。この場合， stopping出生抑制をしている人口割合はy=-1.であり，出生抑T 
制動機はあるが実行経験のない人の割合（いわゆる KAP-gap)は t であL 
Lげ Ct
る。また， Nから Lへの遷移確率を a,Lから Cへの遷移確率を bとする。彼
35 
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1 らは，合計特殊出生率がF=-[0.45(1-y) +0.04y]によって表されると仮定
1 m 
している。 mの定義からーは不可逆的な不妊になるまでの平均年数となる。しm 
たがって，彼らは，出生抑制を行なっている人々の年間出生率を0.04と仮定し，
出生抑制を行なっていない人々のそれを0.45と仮定しているのである。
彼らによれば，このモデルによってマクロシミュレーションを行い，コスタ
リカの出生力転換の模様を再現してみたところ， aよりも bの変化が方が実際
のFとKAP-gapの動向をよりよく再現した。そこで，彼らは，コスタリカに
おける出生力転換は出生抑制の動機よりもその普及の方が大きな役割を演じた
と考えている。ところで，このモデルにおいては， Bongaartsのモデルにおけ
る凡と Fwがどのように仮定されているかはっきりと述べられていないが，死
亡の影響を無視すれば， y=1の場合のFがFwに相当し， y=0の場合の Fが
凡に相当する。よって，凡=9.0,Fw=0.8で一定であると仮定しているのであ
る。凡と凡の大きさの比較によって出生抑制の動機の大きさが決定されるの
であるから，これは出生抑制の動機がはじめから出生力転換に影響しないこと
を仮定しているのに等しく，適応説と技術革新・普及説を弁別する研究にはな
っていないといえる。
Coale-Trussellのm
Coale and Trussell (1974)は，有配偶出生率のモデルスケジュールを提案
した。それは，年齢を a,年齢別の有配偶出生率を r(a)とすると， r(a)=M・
n(a)exp(m•v(a)) と表される。ここで， n(a) は自然出生力における標準的な
年齢別有配偶出生率であり， V(a)は， stopping出生抑制がある場合の年齢別有
配偶出生率の自然出生力からの標準的な乖離の程度を表している 15)。そして，
M は出生力全体に関する尺度パラメータであり， m は出生抑制の程度に関す
るパラメータである。したがって， mが0ならばstopping出生抑制は全く存在
せず mが1ならば標準的な場合と同程度のそれが存在することを意味してい
る。
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Okun (1994)およびGuinnane,Okun, and Trussell (1994)は， mの大き
さと stopping出生抑制の普及の程度との関係を出生過程に関するマイクロシ
ミュレーションによって検討している。［生存子ども数こ予定子ども数］の場合
に確実に stopping出生抑制を行なう人々の割合 (stopping戦略採用者割合）と
m との関係を吟味しているのである。その結果， mの値が低い場合には，必ず
しも mがstopping戦略採用者割合の変化を敏感に反映していないことを見出
した。
技術革新・普及説を支持する EuropeanFertility Projectの発見した証拠の
ひとつは， 19世紀後半のヨーロッパにおいて社会経済的発展の度合いが異なる
にもかかわらず文化的言語的同一性のある地域間で mがほぼ同じ時期に上昇
したことであった。しかし， Okunらは， mがstopping出生抑制の普及開始時
点を特定できない以上， mの動向から stopping出生抑制の普及の時期を同定
することは困難であると主張している。
3 マイクロシミュレーションの利用
本研究の目的
本研究の主な目的は，次のふたつである。
(1)果たして Bongaartsの選好実現指標lpが，人々の中における stopping出生
抑制実行割合をどの程度反映しているのかをモンテカルロ法による結婚出生過
程のマイクロシミュレーション16)によって明らかにする。
(2)0kunらの研究においては，予定子ども数を超える可能性がある場合に stop-
ping出生抑制を行なう人々の割合，いいかえればstopping戦略採用割合のみ
がm と比較されており，実際に stopping出生抑制を行なっている人の割合と
mの関係は扱われていない。前述の Rosero-Bixbyand Casterlineにおける y
は後者の割合を指しているのであり， stopping出生抑制の普及度はこれによっ
て測定するのが適当である。そこで，上記のマイクロシミュレーションを用い
て実際のstopping出生抑制実行割合と mの関係を吟味する。
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共通の仮定
本研究のマイクロシミュレーションを行なうにあたっては，多くの仮定に基
づいてプログラムを作成したが，その仮定にはシミュレーション間で変化しな
い共通の仮定とシミュレーション間で操作される仮定がある。まず，前者につ
いて概観しよう。
女性の年齢別の初婚確率は， Coaleand McNeil (1973)の初婚過程モデルス
ケジュールをそのまま用いて算出した。また，不可逆的な不妊の年齢別確率は
Pittenger (1973)の不妊分布を用いて算出した。 28日間を単位とする月ごとの
年齢別受胎確率を c(a)とし， c(a)=p•d(a) 。 (1 -e• 入）と定義する。ここで，
pは妊学力 (fecundability)であり (1(2, 8)のベータ分布に従うものとする。す
なわち，その平均は0.2である。 d(a)はcoitalfrequencyなどの受胎確率を低下
させる要素を反映させる指標であり，35歳から42歳までの間に1.0から0.25へと
直線的に減少し，その後49歳まで一定であると仮定した。eは出生抑制手段の有
効性を表す指標であり，完全に効果的な場合に 1であり，全く無効な場合は 0
となる。注7) に述べたように，ヨーロッパにおける出生力転換期における主
たる出生抑制手段は coitus interruptusであったので， e=0.9と仮定されてい
る17)0
入はいままでの研究では無視されてきたパラメータであり，［生存子ども数
こ予定子ども数］の場合における stopping出生抑制実行確実性の程度を表して
いる。すなわち，［生存子ども数こ予定子ども数］という事態においてはstop-
ping出生抑制の動機づけが生ずるが，入=1の場合には，この事態において必
ずstopping出生抑制が実行され，入=Oの場合にはいかなる事態においても
stopping出生抑制は行なわれない。もちろん，［生存子ども数く予定子ども数］
という事態においてはstopping出生抑制の動機づけは生じないので，常に入＝
0である。［生存子ども数こ予定子ども数］であり，しかも 1>入>Oであるな
らば， stopping戦略は採用されているものの出生抑制実行の確実性が完全でな
いために出生抑制の有効性eの値が削減されることになる。たとえば，予定子
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ども数が7人の場合と 2人の場合では予定子ども数を超過する受胎に対する許
容度が異なり， stopping出生抑制の実行確実性にも差異の生ずる可能性があ
り， l>入＞〇となることも十分考えられる。ただし，本報告においては， stop-
ping戦略を採用している場合，［生存子ども数>予定子ども数］ならば必ず入＝
1とし，それ以外の場合はすべて入=Oと仮定している。
妊娠結果の年齢別確率（出生 (81(a)),胎児死亡（あ(a)),死産 (0a(a)))は，
81 (a)= 1 -み(a)-Oa (a), そして，ぁ(a)=0.24+0.005(a-30)とし， 0a(a)= 
0.03+0.00l(a-30)である。また，出生までの妊娠期間確率分布は Hammes
and Treloar (1970)のデータを用い，胎児死亡までの妊娠期間確率分布はEr-
hardt (1963)のデータにより，死産までの妊娠期間確率分布はDemographic
Yearbook (1970)のデータによる。さらに，胎児死亡後不妊期間確率分布は，
Hyrenius and Adolfsson (1964)のデータにより，死産後不妊期間確率分布は，
Potter et al. (1965)のデータによる。出生後不妊期間確率分布については，
Salber et al. (1966)のデータを用いている。母乳哺育の有無によって出生後
不妊期間確率分布は異なり，また，出生後の子どもの生存期間に応じて母乳哺
育期間が異なり，それによっても出生後不妊期間確率分布が異なることを考慮
している。母乳哺育の有無についても確率的に選択できるようにプログラムし
てあるものの本報告では母乳哺育が行なわれることを前提とした結果のみを示
す。また，出生後の子どもの死亡秩序については， Coaleand Demeny (1983) 
のモデル生命表における WESTFEMALE 11モデル (e(O)=45)を用いてい
る。
操作される仮定
本研究の焦点となる変数は，予定子ども数Fwとstopping出生抑制実行確実
性入である。予定子ども数の分布についてはその大小に応じてふたつの別個の
仮定を考える。仮定Aにおいては予定子ども数確率分布を， 5人(5%), 6人
(10%), 7人 (40%), 8人 (25%), 9人 (15%),10人 (5%)とする。仮
定Bにおいてはそれを， 0人(3%) , 1人(7%), 2人(60%), 3人(28%),
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4人 (2%)とする。また，入についてもふたつの仮定を設ける。すなわち，
仮定Cでは，個々の女性はstopping戦略をとっていないので常に入=Oであ
り，仮定Dでは，個々の女性はstopping戦略を採用しており，［生存子ども数
こ予定子ども数］ならば入=lであり，［生存子ども数く予定子ども数］ならば
入=Oとする。
シミュレーションは次のような 9個のケースについて行なわれた。
ケース[1] : すべてのサンプルに仮定Aと仮定Dが適用される。
ケース[2] : 75%のサンプルに仮定Aと仮定Dが適用され，25%のサンプルに
は仮定Bと仮定Dが適用される。
ケース[3] : 50%のサンプルに仮定Aと仮定Dが適用され，50%のサンプルに
は仮定Bと仮定Dが適用される。
ケース[4] : 25%のサンプルに仮定Aと仮定Dが適用され，75%のサンプルに
は仮定Bと仮定Dが適用される。
ケース[5] : すべてのサンプルに仮定Bと仮定Dが適用される。
ケース[6] : すべてのサンプルに仮定Bと仮定Cが適用される。
ケース[7] : 75%のサンプルに仮定Bと仮定Cが適用され，25%のサンプルに
は仮定Bと仮定Dが適用される。
ケース[8] : 50%のサンプルに仮定Bと仮定Cが適用され，50%のサンプルに
は仮定Bと仮定Dが適用される。
ケース[9] : 25%のサンプルに仮定Bと仮定Cが適用され，75%のサンプルに
は仮定Bと仮定Dが適用される。
なお，各ケースにおけるサンプル数は10,000人であり，各個人について15-
49歳の間における結婚出生過程が以上の仮定に基づいてシミュレートされた。
4 結果と考察
表1に，それぞれのケースにおける主な人口学的変数の平均値と標準誤差を
示した。注意すべきことは，ケース[6]の結果が前述の諸確率の設定のもと
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における自然出生力の状態を表示していることである。したがって，以下のIp
の計算においては，ケース[6]の年齢50歳における平均生存子ども数6.53を
凡の値として用いることにする。
さて，[1-]→ [ 2]→ [ 3]→ [4]→ [ 5]というシナリオ（シナリオ 1)
は，低い予定子ども数(Bongaartsの凡）の拡散過程を表している。その場合，
適応説が前提としているように， stopping戦略の普及率は100%と仮定してい
る。表2には，シナリオ 1のそれぞれのケースについての入の平均値， Coale-
表 1 各シミュレーションにおける主な人口学的変数の平均値と標準誤差
結婚年齢 出生子供数 生存子供数＊ 予定子供数
ケース[1 ] 25.81(0.06) 7 .11 (0.04) 5.45(0.03) 7.46(0.01) 
ケース[2 ] 25.87(0.06) 6.26(0.04) 4. 79(0.03) 6.15(0.03) 
ケース[3] 25.89(0.06) 5.42 (0.04) 4.13(0.03) 4.82(0.03) 
ケース[4] 25.84(0.06) 4.58(0.03) 3.48(0.02) 3.48(0.01) 
ケース[5] 25. 86 (0. 06) 3.70(0.02) 2.81(0.02) 2 .15 (0. 01) 
ケース[6] 25.93(0.06) 8.40(0.05) 6.53(0.04) 2.15(0.01) 
ケース[7] 25.96(0.06) 7.22(0.05) 5.60(0.04) 2.15(0.01) 
ケース[8] 25.97(0.06) 6.03(0.05) 4.64(0.04) 2 .16 (0. 01) 
ケース[9] 25. 85 (0. 06) 4.88(0.04) 3.73(0.03) 2 .15 (0. 01) 
*50歳時点における生存子供数
（）内は標準誤差，各ケースのサンプルサイズは10,000人
表2 各シナリオにおける指標の変化
stopping出生抑制 CT's m Xie's m Ip stopping戦略 . I,
実行割合［入の平均］ 採用者割合
シナリオ 1
ケース [l] 0.40(0.01) 0.51(0.01) 0.54(0.01) -1.17 1.00 0.90 
ケース [2] 0.50(0.0l) 0.57(0.01) 0.59(0.01) 4.51 1.00 0.80 
ケース [3] 0.60"(0.0l) 0. 64 (0. Ol) 0. 65 (0. 01) 1.40 1.00 0.69 
ケース[4] 0. 71(0.01) 〇.74(0.01) 0. 75(0.01) 1.00 1.00 0.58 
ケース [5] 0.81(0.00) 〇.92(0.01) 0.90(0.01) 0.85 1.00 0.47 
シナリオ 2
ケース [6] 0.00(0.00) 0. 23 (0. 01) 0. 29 (0. Ol) 0.00 0.00 1.04 
ケース [7] 0.20(0.00) 0. 32 (0. 01) 0. 37 (0. 01) 0.21 0.25 0.90 
ケース [8] 0.40(0.01) 0.43(0.01) 0.47(0.01) 0.43 0.50 0. 76 
ケース [9] 0.61(0.01) 0. 61(0. 01) 0. 62 (0. 01) 0.64 0. 75 0.61 
ケース [5] 0.81(0.00) 0.92(0.01) 0.90(0.01) 0.85 1.00 0.47 
（）内は標準誤差，各ケースのサンプルサイズは10,000人
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Trussellのm (CT's m), Bongaartsのlpを示した。入の平均値は，実際の
stopping出生抑制の実行割合を表している。また， Xieand Pimentel (1992) 
による Coale-Trussellモデル改訂版18)に基づく m(Xie's m)も表示した。 CT'
smとXie'smはBrostrcim(1985)の示した方法に基づく GLIM叫こよる最
尤推定値である。さらに，参考のために有配偶出生力指標のひとつである Coale
の1g20>も示した。前述のように，これらの指標はもともと期間出生率に対する指
標として考案されたものであるが，ここではコウホート出生率に対して用いて
いる。
シナリオ 1においては，予定子ども数分布のみが変化し，生存子ども数が予
定子ども数に等しくなれば100%出生抑制が実行されると仮定しているので，
Okun(l994)の分類では，すべての人がstopping戦略をとっている状況に相当
する。それにもかかわらず，実際のstopping出生抑制実行割合は0.40から0.81
へと変化している。そして，この値を全体的に比較的よく推定しているのは，
CT'smとXie'smである。BongaartsのIpの変化の様子はstopping出生抑制
実行割合の変動とはこの場合かなりかけ離れていることがわかる。これは，予
定子ども数が大きい場合には出生抑制実行割合が低くとも出生子ども数を予定
規模内に抑える事が可能であることによる。したがって，Ipは予定子ども数が大
きい場合には不都合な指標である。
次に，[6 J→ [7]→ [ 8 J→ [ 9 J→ [ 5 Jというシナリオ（シナリオ 2)
について見てみよう。このシナリオでは，シナリオ 1とは対照的に，初めから
終わりまで予定子ども数は低い状態に保たれていると仮定されているが， stop-
ping戦略が次第に普及すると考えている。この場合， stopping出生抑制実行割
合は0から0.81へと増加している。そしてその値にもっとも近い変化を示して
いるのはここではIpである。この結果はシナリオ 1の場合と全く対照的であ
る。 CT'sm, Xie's m といった指標は， stopping戦略が過半数に普及してから
出生抑制実行割合にやや接近している。なお，自然出生力を表すと考えられる
ケース[6 Jのlgが1.04であることはこのモデルのパラメータの設定が適切で
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あることを物語っている。
以上のふたつのシナリオの比較から Bongaartsのlpは，予定子ども数が初め
から小さく，出生抑制の普及が進行するような状況においてのみ stopping出生
抑制実行割合を近似できることがわかった。したがって， lpの変化を用いて
stopping出生抑制普及の貢献度を測定しようという試みは，そもそも stopping
出生抑制普及の貢献度の大きい状況でしかlpが意味を持たないのであるから，
片寄った結論に導く可能性がある。
一方， stopping戦略の普及度が低い場合には，それが高い場合に比して，
Coale-Trussellのmのstopping戦略普及率に対する弾力性が小さくなって
いるため， stopping出生抑制の普及し始めた当初の mの動きは鈍いという前
述の Okun(1994)による批判はここでも確認されている。しかし，適応説が妥
当するような状況では， Coale-Trussellのm は， stopping出生抑制実行割合を
全体として相対的によく近似していることが示された。また，この点では Xie
らによる Coale-Trussellモデル改訂版には特にメリットはないといえる。さら
に，過去における出生力転換が果たして適応説と技術革新・普及説のどちらの
要素によってよりよく説明されるかという判断を行なうにあたって，出生力転
換の開始時に mがどの程度のレヴェルにあったかということがひとつの基準
になりうる事をこのふたつのシナリオの結果は示唆している。
注
1)この考えはThompson(1929)においてすでに述べられていたが，その当時は人口学界に
対してほとんど何の影響も与えることはなかった。 Szreter(1993)参照。
2) この分類は Carlsson(1966)による。
3) Retherford (1985) も参照。
4) Easterlin-Crimminsの枠組みでは，「子どもに対する需要」を Cd,「子どもの供給」を C"
と記しているが，ここでは後述の Bongaarts(1993)に合わせて，それぞれFw,凡とする。
5) Henry (1961)の定義による「子どもの数に応じた意識的な出生抑制のない場合の出生力」
のことである。
6)予定子ども数という概念の欠如については次のような説明もなされている。 Aries(l960)
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あるいはShorter(1975)によれば，近代化以前においては子どもに対する親の愛情が薄く，
子どもは大事にされなかったという。子どもに対する愛情が現在ほどなかったということ
は，乳母の多用などの当時の子育て方法に伺われるが，それは子どもの数に対する無関心と
もなり，それゆえに「numeracyabout childrenの欠如」が結果として生ずることになると
いうのである。しかし，果たして，親の子どもに対する愛情がわずか200年程でそれほど変
化するものであろうか。乳母の利用が子どもに対する親の愛情の発現を阻害しうることは
周知の心理学的事実である。したがって，乳母を利用していた地域では確かに子どもに対す
る愛情が希薄となり子ども数に無関心となっていたかもしれないが，乳母を利用していな
かった地域では子どもに対する愛情が薄かったとは言えないであろう。そうすると，彼らの
主張に基づいて「numeracyabout childrenの欠如」が近代化以前に広範に存在したと想定
することはやや困難であろう。
7)確かに，人口転換以前には子どもの数に応じたstoppingのための出生抑制はほとんど行
われていなかったと思われるが， Santow(1995)が示したように， coitusinterruptusによ
るspacingのための出生抑制は人口転換以前から広く用いられていた可能性が高い。宗教
的な理由により子ども数の調節がタプーであったためにあからさまに子ども数を制限する
stoppingを目的とする出生抑制は回避されたが，子育ての負担を低減する spacingのため
の出生抑制 (coitusinterruptusあるいはabstinenceという原始的方法しか一般的には存在
しなかったが）はそれでも部分的には実行されていたと考えるのが自然であろう。 Santow
が指摘しているように，出生抑制効果を全く意識しない母乳哺育あるいは禁欲は言うまで
もなく， spacingのための意識的な出生抑制がある場合も Henryのいうところの自然出生
カであると考えられる。なお，ョーロッパにおける出生力転換においてもっとも重要な役割
を果たした出生抑制方法がcoitusinterruptusであったことは， McLaren(1990)も指摘し
ている。
8) Watkins (1991), Livi-Bacci (1986)参照。
9) Watkins (1991)のChapter2参照。
10) Bongaartsは凡を単に自然出生力と定義しているが，当然のことながら，死亡の影響を
考慮した上での自然出生力のことを指しているものと思われる。
11)それぞれの指標の 2期間（あるいは 2コウホート間）変化分を△F, △ Fw. △ F., △ Ipで表
し， 2期間（あるいは2コウホート間）の平均を凡，凡，]pとすると，△F=lp△F山十△lp(Fw― 
凡）＋△凡(l-lp) として要因分解が可能である。
12)そのかわり， Bongaartsは， 1970年代から1980年代への10年間ほどの2時点間におけるド
ミニカ共和国などいくつかの途上国における合計特殊出生率変化についてこの要因分解を
適用している。その結果，平均して，その間の合計特殊出生率低下の66%ほどがIpの増加に
よって説明されるとした。
13)ただし， Lee,Galloway, and HammelはIpのかわりに D と記している。また，予定子
ども数としては15歳までの生残率（あるいは親によって生残率と判断された値） Sで割り引
F いた値-11!を用いている。したがって，彼らの場合には， F,凡はそれぞれ死亡の影響を除く
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前の出生数と自然出生力を意味している。
14)本文の研究とは別に， Galloway,Hammel, and Lee (1994)は，一般結婚出生率を従属
変数としてその他のマクロデータを独立変数とする重回帰分析を行っている。その結果に
よれば， 1875年から1910年までの一般結婚出生率低下の80%が教育，公衆衛生，収入などの
社会経済的な構造変数によって説明され，技術革新・普及説が重視する宗教，言語などの説
明力は5%にすぎなかった。したがって，彼らは，適応説を支持する結果が得られたと考え
ている。
15) Coale and Trussellは，n(a)の値を，n(20-24)=0.460, n(25-29) =0.431, n(30-34) = 
0.395, n(35-39) =0.322, n(40-44) =0.167, n(45-49) =0.024とし， V(a)については，
V (20-24) =0.0, V (25-29) = -0.279, V (30-34) = -0.677, V (35-39) = -1.042, V (40-
44) = -1. 414, V (45-49) = -1. 671としている。
16)出生過程のマイクロシミュレーションの詳細については， Barrett(1971), Santow (1978), 
Trussell and Olsen (1983), Okun (1994)など参照。
17) Okun (1994)参照。
18) n (a)の値を， n(20-24)=0.460, n(25-29) =0.436, n(30-34) =0.392, n(35-39) = 
0.333, n(40-44) =0.199, n(45-49) =0.043とし， v(a)については， V(20-24) =0.0, 
V (25-29) =-0.329, V (30-34) = -0. 713, V (35-39) = -1.194, V (40-44) = -1.671, 
v(45-49)=-l.082としている。
19)ただし，ここでの最尤推定値は XLISP-STATによって計算されている。
20) 16は，間接標準化による有配偶出生力指標であり，問題となっている集団の嫡出出生数を
Bm, 年齢別有配偶女性数を m(a),ハッテライトの年齢別有配偶出生率を h(a)とした場合
に， 16=Bml~ah (a) m (a)によって表される。 EuropeanFertility Projectでは， lgにおける
10%の減少を出生力転換開始のメルクマールとした。
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